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諸報告 

 
 

例月現金出納検査の結果について 

 

検査の対象 検査の期日 検査の結果報告 

平成３０年１２月分 平成３１年２月２６日 別紙１ 

平成３１年１月分 平成３１年３月２８日 別紙２ 

平成３１年２月分 平成３１年４月２６日 別紙３ 

平成３１年３月分 令和元年５月２７日 別紙４ 

平成３１年４月分 令和元年６月２７日 別紙５ 

令和元年５月分 令和元年７月２５日 別紙６ 

 
検査の結果報告は別紙のとおり 
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別紙１
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別紙２
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別紙３
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別紙４
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別紙５
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別紙６





 

議案第６号 

 

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行 

に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

条例の整備に関する条例を別紙のとおり定める。   

 

 

 

令和元年８月２８日 提出 

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  福 田  紀 彦  

 

 

 

 

（提案理由） 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、会

計年度任用職員制度を創設し、任用及び服務規律等の整備を図ることを

目的に、関係条例において所要の改正を行うため、この条例案を提出す

る。 
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議案第６号



 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行 

に伴う関係条例の整備に関する条例 

（神奈川県後期高齢者医療広域連合一般職非常勤職員の任用、勤務条

件等に関する条例の一部改正） 

第１条 神奈川県後期高齢者医療広域連合一般職非常勤職員の任用、勤

務条件等に関する条例の一部を次のように改正する。 

題名中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」に

改める。 

第１条中「第２０３条の２第４項及び」を「第２０３条の２第５項

及び」に、「地公法」を「法」に、「一般職非常勤職員の任用、勤務

条件等に関し必要な事項を定めるものとする 。」 を「法第２２条の２

第１項第１号に規定する会計年度任用職員（以下「短時間勤務会計年

度任用職員」という 。） の任用、勤務条件、給与及び費用弁償等につ

いて定めるものとする 。」 に改める。 

第２条を削る。 

第３条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第２条とする。 

第４条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第３条とする。 

第５条第１項から第３項までの規定中「一般職非常勤職員」を「短

時間勤務会計年度任用職員」に改め、同条を第４条とする。 

第６条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第５条とする。 

第７条第１項及び第２項中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会

計年度任用職員」に改め、同条を第６条とする。 

第８条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第７条とし、第９条を第８条とする。 

第１０条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第９条とする。 

第１１条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第１０条とする。 
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第１２条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第１１条とし、同条の次に次の１条を加える。 

( 短時間勤務会計年度任用職員の給与 )  

第１２条 第１条の給与とは、報酬及び期末手当をいう。 

２ 公務について生じた費用の弁償は、報酬には含まれない。 

第１３条見出しを 「（ 短時間勤務会計年度任用職員の報酬 ）」 に改

め、同条第１項を削り、同条第２項中「一般職非常勤職員」を「短

時間勤務会計年度任用職員」に改め、同項を同条第１項とし、同項

の次に次の第１項を加える。 

２ 勤務の形態及び他の職員との均衡を考慮して任命権者が規則で定

める短時間勤務会計年度任用職員の報酬の額は、１月につき、２４

０，０００円を超えない範囲内において任命権者が規則で定める額

とすることができる。 

 第１３条中第３項を削る。 

第１４条の見出しを「 ( 短時間勤務会計年度任用職員の通勤に係る

費用弁償 ) 」に改め、同条第１項から第３項までの規定中「一般職非

常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」に改める。 

第１５条の見出しを 「（ 短時間勤務会計年度任用職員の時間外勤務

に係る報酬 ）」 に改め、同条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務

会計年度任用職員」に、「第６条」を「第５条」に改める。 

第１６条の見出しを 「（ 短時間勤務会計年度任用職員の報酬の減

額 ）」 に改め、同条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度

任用職員」に改める。 

第１７条の見出しを 「（ 短時間勤務会計年度任用職員の報酬の支

給 ）」 に改め、同条第１項中「一般職非常勤職員の報酬及び通勤に係

る費用」を「短時間勤務会計年度任用職員の報酬」に、同条第２項中

「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」に改める。 

第２２条を第２４条とする。 

第２１条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第２３条とする。 

第２０条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」
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に改め、同条を第２２条とする。 

第１９条第１項及び第２項中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務

会計年度任用職員」に改め、同条を第２１条とする。 

第１８条中「一般職非常勤職員」を「短時間勤務会計年度任用職員」

に改め、同条を第２０条とし、第１７条の次に次の４条を加える。 

（短時間勤務会計年度任用職員の期末手当） 

第１８条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第

１８条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という 。） にそれ

ぞれ在職する任期の定めが６月以上の短時間勤務会計年度任用職員

（１週間当たりの勤務時間が著しく少ない者として任命権者が規則

で定めるものを除く。以下この条において同じ 。） に対して、それ

ぞれ基準日の属する月の任命権者が規則で定める日（次条及び第１

８条の３においてこれらの日を「支給日」という 。） に支給する。

これらの基準日前１月以内に退職し、若しくは法第１６条第１号に

該当して法第２８条第４項の規定により失職し、又は死亡した短時

間勤務会計年度任用職員（任命権者が規則で定める職員を除く 。）

についても、同様とする。 

２ 任期の定めが６月に満たない短時間勤務会計年度任用職員の１会

計年度内における短時間勤務会計年度任用職員としての任期の定め

の合計が６月以上に至ったときは、当該短時間勤務会計年度任用職

員は、当該会計年度において、前項に規定する任期の定めが６月以

上の短時間勤務会計年度任用職員とみなす。 

３  ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで

短時間勤務会計年度任用職員として任用され、同日の翌日に短時間

勤務会計年度任用職員として任用された者の任期の定め（６月未満

のものに限る 。） と前会計年度における任期（前会計年度の末日を

含む期間の任用に係るものに限る 。） の定めとの合計が６月以上に

至ったときは、第１項の任期の定めが６月以上の短時間勤務会計年

度任用職員とみなす。 

４ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、１００分の１３０を乗じて

得た額に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在職期間の
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次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

（１）６月１００分の１００ 

（２）５月以上６月未満１００分の８０ 

（３）３月以上５月未満１００分の６０ 

（４）３月未満１００分の３０ 

５ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日（退職し、若しく

は失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、

又は死亡した日）以前６月以内の短時間勤務会計年度任用職員とし

ての在職期間における報酬（任命権者が規則で定める額を除く 。）

の１月当たりの平均額とする。 

６ 第４項に規定する在職期間の算定について必要な事項は、任命権

者が規則で定める。 

第１８条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の

規定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲

げる者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給

しない。 

（１）基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第

２９条の規定による懲戒免職の処分を受けた職員 

（２）基準日から当該基準日に対応する支給日の前日までの間に法第

２８条第４項の規定により失職した職員（法第１６条第１号に該

当して失職した職員を除く 。）  

（３）基準日前１月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給日

の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く 。） で、

その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に

処せられたもの 

（４）次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分

を受けた者（当該処分を取り消された者を除く 。） で、その者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられ

たもの 

第１８条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされ
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ていた職員で当該支給日の前日までの間に離職したものが次の各号

のいずれかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止め

ることができる。 

（１）離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期

間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に

係る犯罪について禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑

事訴訟法（昭和23年法律第 131 号）第６編に規定する略式手続に

よるものを除く。第３項において同じ 。） をされ、その判決が確

定していない場合 

（２）離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期

間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が逮捕された場合又

はその者から聴取した事項若しくは調査により判明した事実に基

づきその者に犯罪があると思料するに至った場合であって、その

者に対し期末手当を支給することが、公務に対する信頼を確保し、

期末手当に関する制度の適正かつ円滑な実施を維持する上で重大

な支障を生ずると認めるとき。 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一時差し止める処分（以下

「一時差止処分」という 。） を受けた者は、行政不服審査法（平成

26年法律第68号）第18条第１項本文に規定する期間が経過した後に

おいては、当該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当該一時差

止処分をした者に対し、その取消しを申し立てることができる。 

３ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当

するに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなけ

ればならない。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止

処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し

現に逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分

の目的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

（１）一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行

為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

（２）一時差止処分を受けた者について、当該一時差止処分の理由と

なった行為に係る刑事事件につき公訴を提起しない処分があった
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場合 

（３）一時差止処分を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑

事事件に関し起訴をされることなく当該一時差止処分に係る期末

手当の基準日から起算して１年を経過した場合 

４ 前項の規定は、任命権者が、一時差止処分後に判明した事実又は

生じた事情に基づき、期末手当の支給を差し止める必要がなくなっ

たとして当該一時差止処分を取り消すことを妨げるものではない。 

５ 任命権者は、一時差止処分を行う場合は、当該一時差止処分を受

けるべき者に対し、当該一時差止処分の際、一時差止処分の事由を

記載した説明書を交付しなければならない。 

６ 前各項に規定するもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、

任命権者が規則で定める。 

( 休職者の給与 )  

第１９条 短時間勤務会計年度職員が公務上負傷し、若しくは疾病に

かかり、又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、法第２８

条第２項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、その

休職期間中、これに給与の全額を支給する。 

２ 短時間勤務会計年度職員が前項以外の心身の故障により、法第28

条第２項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、その

休職の期間が満１年に達するまでは、これに報酬のそれぞれ１００

分の８０並びに期末手当を支給することができる。ただし、結核性

疾患にかかり法第２８条第２項第１号に掲げる事由に該当して休職

にされたときは、その休職の期間が満２年に達するまでは、これに

報酬及び期末手当のそれぞれ１００分の８０を支給することができ

る。 

３ 短時間勤務会計年度職員が法第２８条第２項第２号に掲げる事由

に該当して休職にされたときは、その休職の期間中、これに報酬の

それぞれ１００分の６０以内を支給することができる。 

４ 短時間勤務会計年度職員が神奈川県後期高齢者医療広域連合職員

の分限に関する条例第３条第１号及び第２号に掲げる事由に該当し

て休職にされたときは、その休職の期間中、これに報酬のそれぞれ

19



 

１００分の１００以内並びに期末手当を支給することができる。 

５ 法第２８条第２項又は神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の分

限に関する条例第３条の規定により休職にされた短時間会計年度職

員には、別に定めがない限り、前項に定める給与を除くほか、他の

いかなる給与も支給しない。 

６ 法第５５条の２第５項の規定により休職にされた短時間勤務会計

年度職員には、その休職の期間中、いかなる給与も支給しない。 

（神奈川県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公表に

関する条例の一部改正） 

第２条 神奈川県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公 

表に関する条例の一部を次のように改正する。 

第３条中「職員を」を「職員及び同法第２２条の２第１項第２号に

掲げる職員を」に改める。 

（神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例の

一部改正） 

第３条 神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条 

例の一部を次のように改正する。 

第７条中「職員の」を「職員（地方公務員法第２２条の２第２項第

１項に規定する会計年度任用職員を除く。）の」に改め、同条に次の

１項を加える。 

２ 期末手当の基準日に育児休業をしている職員（地方公務員法第２

２条の２第２項第１項に規定する会計年度任用職員に限る）のうち、

基準日以前６月以内の期間において勤務した期間がある職員には、

当該基準日に係る期末手当を支給する。 

第８条中「職員が」を「職員（地方公務員法第２２条の２第２項第

１項に規定する会計年度任用職員を除く。）が」に改める。 

（神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の分限に関する条例の一部改

正） 

第４条 神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の分限に関する条例の一 

部を次のように改正する。 

 第１条中「地方公務員法 ( 昭和２５年法律第２６１号 ) 」を「地方

20



 

公務員法 ( 昭和２５年法律第２６１号 ) （以下「法」という。）」に改

める。 

第２条中「前条に定める職員」を「前条に定める職員（地方公務員

法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」に改め

る。 

第３条を第８条とし、第２条の次に次の５条を加える。 

( 休職の事由 )  

第３条 任命権者は、会計年度任用職員が次の各号のいずれかに該当

する場合においては、その意に反して、これを休職することができ

る。 

（ 1 ）学校、研究所その他これらに準ずる公共的施設 ( 外国のこれら

の施設を含む。) において、その会計年度任用職員の職務に関連

があると認められる学術に関する事項の調査、研究又は指導に従

事するとき。 

（２）政府その他公共的機関の要請 ( 外国の場合を除く。) により、

神奈川県後期高齢者医療広域連合の業務又はその会計年度任用職

員の職務に関連があると認められるこれらの機関の業務に従事す

るとき。 

（降任、免職、休職及び降給の手続） 

第４条 任命権者は、地方公務員法（以下「法」という 。） 第２８条

第１項第２号の規定に該当するものとして会計年度任用職員を降任

し、若しくは免職する場合、同条第２項第１号の規定に該当するも

のとして会計年度任用職員を休職する場合又は前条第２項第２号の

規定に該当するものとして会計年度任用職員を降格する場合におい

ては、医師２人を指定してあらかじめ診断を行わせなければならな

い。 

２ 会計年度任用職員の意に反する降任、免職、休職又は降給の処分

は、任命権者が当該会計年度任用職員にその旨を記載した書面を交

付して行わなければならない。 

（休職の効果） 

第５条 法第28条第２項第１号の規定に該当する場合における休職の
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期間は、法第２２条の２第１項及び第２項の規定に基づき任命権者

が定める任期の範囲内において休養を要する程度に応じ、個々の場

合について任命権者が定める。 

２ 任命権者は、前項の規定による休職の期間中であつても、任命権

者の指定した医師２人の行つた診断の結果その事故が消滅したと認

められるときは、すみやかに復職を命じなければならない。 

３ 公務上の傷病により法第28条第２項第１号の規定に該当する場合

における休職の期間は、第１項の規定にかかわらず、その療養のた

めに必要な期間とする。この場合において、復職については、前項

の規定を準用する。 

４ 法第28条第２項第２号の規定に該当する場合における休職の期間

は、当該事件が裁判所に係属する間とする。 

第６条 休職者は、会計年度任用職員としての身分は保有するが、職

務に従事することができない。 

２ 休職者は、休職の期間中別に条例で定める場合の外、いかなる給

与も支給されない。 

（失職の例外） 

第７条 任命権者は、禁こ以上の刑に処せられ、その刑の執行を猶予

された会計年度任用職員（学校教育法（昭和22年法律第26号）第７

条に規定する校長及び教員を除く 。） のうち、その刑に係る罪を公

務上自動車又は原動機付自転車を運転中に過失により犯した者につ

いては、情状を考慮して特に必要と認めたときは、その職を失わな

いものとすることができる。 

２ 前項の規定によりその職を失わなかつた会計年度任用職員がその

刑の執行猶予の言渡しを取り消されたときは、その職を失う。 

（神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の懲戒の手続及び効果に関す 

る条例の一部改正） 

第５条 神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の懲戒の手続及び効果に 

関する条例の一部を次のように改正する。 

第３条中「合計額」を「合計額（法第２２条の２第２項第１項第１

号に掲げる職員については報酬の額 ）」 に改める。 
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附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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神奈川県後期高齢者医療広域連合一般職非常勤職員の任用、勤務条件等に 

関する条例 

 

新旧対照表 

 

（傍線部分は改正部分） 

新 旧 

神奈川県後期高齢者医療広域連合短時間勤

務会計年度任用職員の任用、勤務条件等に

関する条例 

 

(趣旨) 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２０３条の２第５

項及び地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号。以下「法」という。) 第２４

条第５項の規定に基づき、法第２２条の

２第１項第１号に規定する会計年度任用

職員（以下「短時間勤務会計年度任用職

員」という。）の任用、勤務条件、給与

及び費用弁償等について定めるものとす

る。 

 

（定義） 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(任用) 

第２条 任命権者は、規則で定める業務に

ついて、期間及び職場の実態等を考慮

神奈川県後期高齢者医療広域連合一般職非

常勤職員の任用、勤務条件等に関する条例

 

 

(趣旨) 

第１条 この条例は、地方自治法(昭和２

２年法律第６７号)第２０３条の２第４

項及び地方公務員法(昭和２５年法律第

２６１号。以下「地公法」という。) 第

２４条第５項の規定に基づき、一般職非

常勤職員の任用、勤務条件等に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

(定義) 

第２条 この条例において、一般職非常勤

職員とは、地公法第１７条１項の規定に

より任命する職員(地公法第２８条の５

第１項又は第２８条の６第２項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員を除

く。) のうち、常時勤務を要しない職務

に従事し、地方公務員等共済組合法 (昭

和３７年法律第１５２号) 第２条第１項

第１号及び地方公務員災害補償法 (昭和

４２年法律第１２１号) 第２条第１項第

１号に規定する職員 (以下「常勤職員」

という。) でない者をいう。 

 

(任用) 

第３条 任命権者は、規則で定める業務に

ついて、期間及び職場の実態等を考慮
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し、業務の遂行上必要があると認めると

きは、競争試験又は選考により短時間勤

務会計年度任用職員を任用することがで

きる。 

 

(任用期間) 

第３条 短時間勤務会計年度任用職員の任

用期間は、１年を超えない期間とする。

ただし、１会計年度を超えることができ

ない。 

 

(勤務日及び勤務時間) 

第４条 短時間勤務会計年度任用職員の勤

務日及び勤務時間は、その業務を考慮し

て、任命権者が割り振るものとする。た

だし、業務の性質上、勤務日又は勤務時

間を指定することが困難なときは、１月

又は１年における勤務を要する日の日数

その他の方法により、任命権者が定める

ものとする。 

２ 短時間勤務会計年度任用職員の勤務時

間は、休憩時間を除き、１週間当たり２

９時間以内かつ１日当たり７時間４５分

以内とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、任命権者

は、業務の執行上必要があると認める場

合は、短時間勤務会計年度任用職員の勤

務日及び勤務時間を規則で定める範囲内

で変更することができる。 

 

(超過勤務) 

第５条 任命権者は、公務のため臨時又は

緊急の必要がある場合には、短時間勤務

会計年度任用職員に対し、前条第１項又

は第３項の規定により割り振られた勤務

時間（以下「正規の勤務時間」とい

う。）外の時間に勤務することを命ずる

ことができる。 

 

 

し、業務の遂行上必要があると認めると

きは、競争試験又は選考により一般職非

常勤職員を任用することができる。 

 

 

 (任用期間) 

第４条 一般職非常勤職員の任用期間は、

１年を超えない期間とする。ただし、１

会計年度を超えることができない。 

 

 

(勤務日及び勤務時間) 

第５条 一般職非常勤職員の勤務日及び勤

務時間は、その業務を考慮して、任命権

者が割り振るものとする。ただし、業務

の性質上、勤務日又は勤務時間を指定す

ることが困難なときは、１月又は１年に

おける勤務を要する日の日数その他の方

法により、任命権者が定めるものとす

る。 

２ 一般職非常勤職員の勤務時間は、休憩

時間を除き、１週間当たり ２９時間以

内かつ１日当たり７時間４５分以内とす

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、任命権者

は、業務の執行上必要があると認める場

合は、一般職非常勤職員の勤務日及び勤

務時間を規則で定める範囲内で変更する

ことができる。 

 

(超過勤務) 

第６条 任命権者は、公務のため臨時又は

緊急の必要がある場合には、一般職非常

勤職員に対し、前条第１項又は第３項の

規定により割り振られた勤務時間（以下

「正規の勤務時間」という。）外の時間

に勤務することを命ずることができる。
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(休日及び休憩時間) 

第６条 あらかじめ勤務日が定められてい

る短時間勤務会計年度任用職員は、当該

短時間勤務会計年度任用職員の勤務日が

神奈川県後期高齢者医療広域連合一般職

職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

(平成２９年神奈川県後期高齢者医療広

域連合条例第３号。以下「勤務時間条

例」という。) 第１１条に規定する休日

に当たるときは、特に勤務することを命

ぜられない限り、勤務することを要しな

い。 

２ 短時間勤務会計年度任用職員の休憩時

間は、常勤職員との権衡を考慮し、任命

権者が任用の際に定めるものとする。 

 

(休暇) 

第７条 短時間勤務会計年度任用職員の休

暇は、年次有給休暇、特別休暇、介護休

暇及び介護時間とする。 

 

(年次有給休暇) 

第８条 年次有給休暇の取得単位は、１日

とする。ただし、特に必要があると認め

られるときは、１時間を単位とすること

ができる。 

２ 前項に定めるもののほか、年次有給休

暇に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

(特別休暇) 

第９条 任命権者は、短時間勤務会計年度

任用職員に対し、公民権の行使、出産、

交通機関の事故その他の特別の事由によ

り短時間勤務会計年度任用職員が勤務し

ないことが相当である場合において、有

給又は無給の特別休暇を与えることがで

きる。 

２ 特別休暇に該当する場合、その期間及

び有給又は無給の別については、規則で

定める。 

(休日及び休憩時間) 

第７条 あらかじめ勤務日が定められてい

る一般職非常勤職員は、当該一般職非常

勤職員の勤務日が神奈川県後期高齢者医

療広域連合一般職職員の勤務時間、休暇

等に関する条例 (平成２９年神奈川県後

期高齢者医療広域連合条例第３号。以下

「勤務時間条例」という。) 第１１条に

規定する休日に当たるときは、特に勤務

することを命ぜられない限り、勤務する

ことを要しない。 

２ 一般職非常勤職員の休憩時間は、常勤

職員との権衡を考慮し、任命権者が任用

の際に定めるものとする。 

 

 

(休暇) 

第８条 一般職非常勤職員の休暇は、年次

有給休暇、特別休暇、介護休暇及び介護

時間とする。 

 

(年次有給休暇) 

第９条 年次有給休暇の取得単位は、１日

とする。ただし、特に必要があると認め

られるときは、１時間を単位とすること

ができる。 

２ 前項に定めるもののほか、年次有給休

暇に関し必要な事項は、規則で定める。

 

(特別休暇) 

第１０条 任命権者は、一般職非常勤職員

に対し、公民権の行使、出産、交通機関

の事故その他の特別の事由により一般職

非常勤職員が勤務しないことが相当であ

る場合において、有給又は無給の特別休

暇を与えることができる。 

２ 特別休暇に該当する場合、その期間及

び有給又は無給の別については、規則で

定める。 
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(介護休暇) 

第１０条 任命権者は、短時間勤務会計年

度任用職員(規則で定める短時間勤務会

計年度任用職員に限る。) が、要介護者 

(当該短時間勤務会計年度任用職員の配

偶者等で負傷、疾病又は老齢により規則

で定める期間にわたり日常生活を営むの

に支障がある者をいう。以下同じ。) の

介護をするため勤務しないことが相当と

認められる場合は、当該短時間勤務会計

年度任用職員に対し、介護休暇を与える

ことができる。この場合において、介護

休暇の期間中は、無給となる。 

２ 介護休暇の期間は、要介護者ごとに３

回を超えず、かつ、通算して９３日を超

えない範囲で指定する期間(以下「指定

期間」という。) 内において、必要と認

められる期間とする。 

３ 第１項に規定する配偶者等とは、別表

第１のとおりとする。 

 

(介護時間) 

第１１条 任命権者は、短時間勤務会計年

度任用職員(規則で定める短時間勤務会

計年度任用職員に限る。) が、要介護者

の介護をするため、要介護者ごとに、連

続する３年の期間 (当該要介護者に係る

指定期間と重複する期間を除く。) 内に

おいて１日の勤務時間の一部につき勤務

しないことが相当であると認められる場

合は、当該短時間勤務会計年度任用職員

に対し、介護時間を与えることができ

る。この場合において、介護時間の間

は、無給となる。 

 

(短時間勤務会計年度任用職員の給与) 

第１２条 第１条の給与とは、報酬及び期

末手当をいう。 

２ 公務について生じた費用の弁償は、報

酬には含まれない。 

(介護休暇) 

第１１条 任命権者は、一般職非常勤職員

(規則で定める一般職非常勤職員に限

る。) が、要介護者 (当該一般職非常勤

職員の配偶者等で負傷、疾病又は老齢に

より規則で定める期間にわたり日常生活

を営むのに支障がある者をいう。以下同

じ。) の介護をするため勤務しないこと

が相当と認められる場合は、当該一般職

非常勤職員に対し、介護休暇を与えるこ

とができる。この場合において、介護休

暇の期間中は、無給となる。 

２ 介護休暇の期間は、要介護者ごとに３

回を超えず、かつ、通算して９３日を超

えない範囲で指定する期間(以下「指定

期間」という。) 内において、必要と認

められる期間とする。 

３ 第１項に規定する配偶者等とは、別表

第１のとおりとする。 

 

 

(介護時間) 

第１２条 任命権者は、一般職非常勤職員

(規則で定める一般職非常勤職員に限

る。) が、要介護者の介護をするため、

要介護者ごとに、連続する３年の期間 

(当該要介護者に係る指定期間と重複す

る期間を除く。) 内において１日の勤務

時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められる場合は、当該一般職

非常勤職員に対し、介護時間を与えるこ

とができる。この場合において、介護時

間の間は、無給となる。 
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（短時間勤務会計年度任用職員の報酬） 

第１３条 短時間勤務会計年度任用職員の

うち、１週間当たりの勤務時間が２９時

間である者には月額による報酬(以下

「月額報酬」という。) を、１週間の勤

務日が３日以内かつその勤務時間が１日

当たり７時間４５分の時間を割り振られ

ている者には日額による報酬 (以下「日

額報酬」という。) を、その他の者には

勤務１時間当たりの時間額による報酬 

(以下「時間額報酬」という。) を支給

する。 

２ 勤務の形態及び他の職員との均衡を考

慮して任命権者が規則で定める短時間勤

務会計年度任用職員の報酬の額は、１月

につき、２４０，０００円を超えない範

囲内において任命権者が規則で定める額

とすることができる。 

 

(短時間勤務会計年度任用職員の通勤に

係る費用弁償) 

第１４条 通勤のため交通機関を利用して

その運賃を負担することを常例とする短

時間勤務会計年度任用職員(交通機関等

を利用しなければ通勤することが著しく

困難である短時間勤務会計年度任用職員

以外の短時間勤務会計年度任用職員であ

って、徒歩により通勤するものとした場

合の通勤距離が片道２キロメートル未満

である者及び第３項の規定により支給す

る者を除く。) に対し、最も経済的かつ

合理的と認められる通常の通勤の経路及

び方法により算出した勤務１回の通勤に

要する運賃の額に１か月の通勤所要回数

を乗じて得た額又は１か月の通勤用定期

券の額のうち低廉な方の額 (その額が５

５，０００円を超えるときは、５５，０

００円) を弁償する。 

２ 通勤のため自動車その他の交通の用具

で規則で定めるもの(以下 「自動車等」

(報酬等) 

第１３条 一般職非常勤職員に報酬、通勤

に係る費用及び割増報酬を支給する。 

２ 一般職非常勤職員のうち、１週間当た

りの勤務時間が２９時間である者には月

額による報酬(以下「月額報酬」とい

う。) を、１週間の勤務日が３日以内か

つその勤務時間が１日当たり７時間４５

分の時間を割り振られている者には日額

による報酬 (以下「日額報酬」とい

う。) を、その他の者には勤務１時間当

たりの時間額による報酬 (以下「時間額

報酬」という。) を支給する。 

３ 月額報酬、日額報酬及び時間額報酬の

額は、規則で定める額とする。 

 

 

 

 

 

 (通勤に係る費用) 

第１４条 通勤のため交通機関を利用して

その運賃を負担することを常例とする一

般職非常勤職員(交通機関等を利用しな

ければ通勤することが著しく困難である

一般職非常勤職員以外の一般職非常勤職

員であって、徒歩により通勤するものと

した場合の通勤距離が片道２キロメート

ル未満である者及び第３項の規定により

弁償する者を除く。) に対し、最も経済

的かつ合理的と認められる通常の通勤の

経路及び方法により算出した勤務１回の

通勤に要する運賃の額に１か月の通勤所

要回数を乗じて得た額又は１か月の通勤

用定期券の額のうち低廉な方の額 (その

額が５５，０００円を超えるときは、５

５，０００円) を弁償する。 

２ 通勤のため自動車その他の交通の用具

で規則で定めるもの(以下 「自動車等」

という。) を使用することを常例とする
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という。) を使用することを常例とする

短時間勤務会計年度任用職員 (自動車等

を使用しなければ通勤することが著しく

困難である短時間勤務会計年度任用職員

以外の短時間勤務会計年度任用職員であ

って、徒歩により通勤するものとした場

合の通勤距離が片道２キロメートル未満

である者及び次項に掲げるものを除

く。) に対し、別表第４左欄に掲げる自

動車等の使用距離の区分に応じ、勤務１

日につき同表の中欄に定める通勤に係る

費用の額を乗じて得た額 (その額が同表

の右欄に定める上限月額を超えるとき

は、当該上限月額) を弁償する。 

３ 通勤のため交通機関等を利用してその

運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用

することを常例とする短時間勤務会計年

度任用職員(交通機関等を利用し、又は

自動車等を使用しなければ通勤すること

が著しく困難である短時間勤務会計年度

任用職員以外の短時間勤務会計年度任用

職員であって、徒歩により通勤するもの

とした場合の自動車等の使用距離が片道

２キロメートル未満である者を除く。) 

に対し、前２項の規定により算出した額

を合算した額 (その額が５５，０００円

を超えるときは、５５，０００円) を弁

償する。 

 

（短時間勤務会計年度任用職員の時間外勤

務に係る報酬） 

第１５条 短時間勤務会計年度任用職員

が、第５条の規定による勤務をした場合

は、割増報酬を支給する。 

２ 割増報酬は、第５条の規定により勤務

した時間１時間につき、時間額報酬の額

(月額報酬又は日額報酬を支給される短

時間勤務会計年度任用職員にあっては、

規則で定める勤務１時間当たりの報酬

額)１００分の１００から１００分の１

一般職非常勤職員 (自動車等を使用しな

ければ通勤することが著しく困難である

一般職非常勤職員以外の一般職非常勤職

員であって、徒歩により通勤するものと

した場合の通勤距離が片道２キロメート

ル未満である者及び次項に掲げるものを

除く。) に対し、別表第２の左欄に掲げ

る自動車等の使用距離の区分に応じ、勤

務１日につき同表の中欄に定める通勤に

係る費用の額を乗じて得た額 (その額が

同表の右欄に定める上限月額を超えると

きは、当該上限月額) を弁償する。 

３ 通勤のため交通機関等を利用してその

運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用

することを常例とする一般職非常勤職員

(交通機関等を利用し、又は自動車等を

使用しなければ通勤することが著しく困

難である一般職非常勤職員以外の一般職

非常勤職員であって、徒歩により通勤す

るものとした場合の自動車等の使用距離

が片道２キロメートル未満である者を除

く。) に対し、前２項の規定により算出

した額を合算した額 (その額が５５，０

００円を超えるときは、５５，０００

円) を弁償する。 

 

 

 

 

 

(割増報酬) 

第１５条 一般職非常勤職員が、第６条の

規定による勤務をした場合は、割増報酬

を支給する。 

２ 割増報酬は、第６条の規定により勤務

した時間１時間につき、時間額報酬の額

(月額報酬又は日額報酬を支給される一

般職非常勤職員にあっては、規則で定め

る勤務１時間当たりの報酬額)１００分

の１００から１００分の１５０までの範

29



５０までの範囲内で規則で定める割合

(その勤務が午後１０時から翌日の午前

５時までの間である場合は、その割合に

１００分の２５を加算した割合)を乗じ

て得た額(その額に５０銭未満の端数を

生じたときは、これを切り捨て、５０銭

以上１円未満の端数を生じたときは、こ

れを１円に切り上げた額)とする。 

 

（短時間勤務会計年度任用職員の報酬の減

額） 

第１６条 短時間勤務会計年度任用職員

（月額報酬及び日額報酬を支給されてい

る者に限る。）が勤務しないときは、年

次有給休暇若しくは特別休暇(有給であ

るものに限る。この条において同じ。) 

の取得又は当該短時間勤務会計年度任用

職員が勤務しないことについて任命権者

の承認を受けた場合を除き、その勤務し

ない１時間につき、規則で定める勤務１

時間当たりの報酬額を減額して支給す

る。ただし、その月の勤務を要する時間

の全部を勤務しないとき（年次有給休暇

若しくは特別休暇の取得又はその勤務し

ないことについて任命権者の承認を受け

た場合を除く。）は、報酬を支給しな

い。 

 

(短時間勤務会計年度任用職員の報酬の

支給) 

第１７条 短時間勤務会計年度任用職員の

報酬は、勤務した月の翌月の２１日(そ

の日が土曜日及び日曜日並びに勤務時間

条例第１１条に規定する国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８条）

による休日(以下「休日等」という。) 

に当たるときは、その日前において、そ

の日に最も近い休日等でない日) にその

全額を支給するものとする。 

２ 前項の報酬及び通勤に係る費用は、他

囲内で規則で定める割合(その勤務が午

後１０時から翌日の午前５時までの間で

ある場合は、その割合に１００分の２５

を加算した割合)を乗じて得た額(その額

に５０銭未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨て、５０銭以上１円未満の端

数を生じたときは、これを１円に切り上

げた額)とする。 

 

 

(報酬の減額) 

第１６条 一般職非常勤職員（月額報酬及

び日額報酬を支給されている者に限

る。）が勤務しないときは、年次有給休

暇若しくは特別休暇(有給であるものに

限る。この条において同じ。) の取得又

は当該一般職非常勤職員が勤務しないこ

とについて任命権者の承認を受けた場合

を除き、その勤務しない１時間につき、

規則で定める勤務１時間当たりの報酬額

を減額して支給する。ただし、その月の

勤務を要する時間の全部を勤務しないと

き（年次有給休暇若しくは特別休暇の取

得又はその勤務しないことについて任命

権者の承認を受けた場合を除く。）は、

報酬を支給しない。 

 

 

 

(報酬等の支給) 

第１７条 一般職非常勤職員の報酬及び通

勤に係る費用は、勤務した月の翌月の２

１日(その日が土曜日及び日曜日並びに

勤務時間条例第１１条に規定する国民の

祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８条）による休日 (以下「休日等」と

いう。) に当たるときは、その日前にお

いて、その日に最も近い休日等でない

日) にその全額を支給するものとする。

２ 前項の報酬及び通勤に係る費用は、他
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の法令に規定する場合を除くほか、現金

で直接職員に支払わなければならない。

ただし、短時間勤務会計年度任用職員か

ら自己名義の預金口座への振替の申出が

あるときは、口座振替の方法により支給

することができる。 

 

（短時間勤務会計年度任用職員の期末手

当） 

第１８条 期末手当は、６月１日及び１２

月１日（以下この条から第１８条の３ま

でにおいてこれらの日を「基準日」とい

う。）にそれぞれ在職する任期の定めが

６月以上の短時間勤務会計年度任用職員

（１週間当たりの勤務時間が著しく少な

い者として任命権者が規則で定めるもの

を除く。以下この条において同じ。）に

対して、それぞれ基準日の属する月の任

命権者が規則で定める日（次条及び第１

８条の３においてこれらの日を「支給

日」という。）に支給する。これらの基

準日前１月以内に退職し、若しくは法第

１６条第１号に該当して法第２８条第４

項の規定により失職し、又は死亡した短

時間勤務会計年度任用職員（任命権者が

規則で定める職員を除く。）について

も、同様とする。 

２ 任期の定めが６月に満たない短時間勤

務会計年度任用職員の１会計年度内にお

ける短時間勤務会計年度任用職員として

の任期の定めの合計が６月以上に至った

ときは、当該短時間勤務会計年度任用職

員は、当該会計年度において、前項に規

定する任期の定めが６月以上の短時間勤

務会計年度任用職員とみなす。 

３  ６月に期末手当を支給する場合におい

て、前会計年度の末日まで短時間勤務会

計年度任用職員として任用され、同日の

翌日に短時間勤務会計年度任用職員とし

て任用された者の任期の定め（６月未満

の法令に規定する場合を除くほか、現金

で直接職員に支払わなければならない。

ただし、一般職非常勤職員から自己名義

の預金口座への振替の申出があるとき

は、口座振替の方法により支給すること

ができる。 
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のものに限る。）と前会計年度における

任期（前会計年度の末日を含む期間の任

用に係るものに限る。）の定めとの合計

が６月以上に至ったときは、第１項の任

期の定めが６月以上の短時間勤務会計年

度任用職員とみなす。 

４ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、

１００分の１３０を乗じて得た額に、基

準日以前６月以内の期間におけるその者

の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

（１）６月１００分の１００ 

（２）５月以上６月未満１００分の８０ 

（３）３月以上５月未満１００分の６０ 

（４）３月未満１００分の３０ 

５ 前項の期末手当基礎額は、それぞれそ

の基準日（退職し、若しくは失職し、又

は死亡した職員にあっては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日）以前６

月以内の短時間勤務会計年度任用職員と

しての在職期間における報酬（任命権者

が規則で定める額を除く。）の１月当た

りの平均額とする。 

６ 第４項に規定する在職期間の算定につ

いて必要な事項は、任命権者が規則で定

める。 

 

第１８条の２ 次の各号のいずれかに該当

する者には、前条第１項の規定にかかわ

らず、当該各号の基準日に係る期末手当

（第４号に掲げる者にあっては、その支

給を一時差し止めた期末手当）は、支給

しない。 

（１）基準日から当該基準日に対応する支

給日の前日までの間に法第２９条の規

定による懲戒免職の処分を受けた職員 

（２）基準日から当該基準日に対応する支

給日の前日までの間に法第２８条第４

項の規定により失職した職員（法第１
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６条第１号に該当して失職した職員を

除く。） 

（３）基準日前１月以内又は基準日から当

該基準日に対応する支給日の前日まで

の間に離職した職員（前２号に掲げる

者を除く。）で、その離職した日から当

該支給日の前日までの間に禁錮以上の

刑に処せられたもの 

（４）次条第１項の規定により期末手当の

支給を一時差し止める処分を受けた者

（当該処分を取り消された者を除く。）

で、その者の在職期間中の行為に係る

刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せら

れたもの 

 

第１８条の３ 任命権者は、支給日に期末

手当を支給することとされていた職員で

当該支給日の前日までの間に離職したも

のが次の各号のいずれかに該当する場合

は、当該期末手当の支給を一時差し止め

ることができる。 

（１）離職した日から当該支給日の前日ま

での間に、その者の在職期間中の行為

に係る刑事事件に関して、その者が起

訴（当該起訴に係る犯罪について禁錮

以上の刑が定められているものに限

り、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１

３１号）第６編に規定する略式手続に

よるものを除く。第３項において同

じ。）をされ、その判決が確定していな

い場合 

（２）離職した日から当該支給日の前日ま

での間に、その者の在職期間中の行為

に係る刑事事件に関して、その者が逮

捕された場合又はその者から聴取した

事項若しくは調査により判明した事実

に基づきその者に犯罪があると思料す

るに至った場合であって、その者に対

し期末手当を支給することが、公務に

対する信頼を確保し、期末手当に関す
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る制度の適正かつ円滑な実施を維持す

る上で重大な支障を生ずると認めると

き。 

２ 前項の規定による期末手当の支給を一

時差し止める処分（以下「一時差止処

分」という。）を受けた者は、行政不服

審査法（平成２６年法律第６８号）第１

８条第１項本文に規定する期間が経過し

た後においては、当該一時差止処分後の

事情の変化を理由に、当該一時差止処分

をした者に対し、その取消しを申し立て

ることができる。 

３ 任命権者は、一時差止処分について、

次の各号のいずれかに該当するに至った

場合には、速やかに当該一時差止処分を

取り消さなければならない。ただし、第

３号に該当する場合において、一時差止

処分を受けた者がその者の在職期間中の

行為に係る刑事事件に関し現に逮捕され

ているときその他これを取り消すことが

一時差止処分の目的に明らかに反すると

認めるときは、この限りでない。 

（１）一時差止処分を受けた者が当該一時

差止処分の理由となった行為に係る刑

事事件に関し禁錮以上の刑に処せられ

なかった場合 

（２）一時差止処分を受けた者について、

当該一時差止処分の理由となった行為

に係る刑事事件につき公訴を提起しな

い処分があった場合 

（３）一時差止処分を受けた者がその者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に関

し起訴をされることなく当該一時差止

処分に係る期末手当の基準日から起算

して１年を経過した場合 

４ 前項の規定は、任命権者が、一時差止

処分後に判明した事実又は生じた事情に

基づき、期末手当の支給を差し止める必

要がなくなったとして当該一時差止処分

を取り消すことを妨げるものではない。 
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５ 任命権者は、一時差止処分を行う場合

は、当該一時差止処分を受けるべき者に

対し、当該一時差止処分の際、一時差止

処分の事由を記載した説明書を交付しな

ければならない。 

６ 前各項に規定するもののほか、一時差

止処分に関し必要な事項は、任命権者が

規則で定める。 

 

(休職者の給与) 

第１９条 短時間勤務会計年度職員が公務

上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は

通勤により負傷し、若しくは疾病にかか

り、法第２８条第２項第１号に掲げる事

由に該当して休職にされたときは、その

休職期間中、これに給与の全額を支給す

る。 

２ 短時間勤務会計年度職員が前項以外の

心身の故障により、法第２８条第２項第

１号に掲げる事由に該当して休職にされ

たときは、その休職の期間が満１年に達

するまでは、これに報酬のそれぞれ１０

０分の８０並びに期末手当を支給するこ

とができる。ただし、結核性疾患にかか

り法第２８条第２項第１号に掲げる事由

に該当して休職にされたときのは、その

休職の期間が満２年に達するまでは、こ

れに報酬及び期末手当のそれぞれ１００

分の８０を支給することができる。 

３ 短時間勤務会計年度職員が法第２８条

第２項第２号に掲げる事由に該当して休

職にされたときは、その休職の期間中、

これに報酬のそれぞれ１００分の６０以

内を支給することができる。 

４ 短時間勤務会計年度職員が神奈川県後

期高齢者医療広域連合職員の分限に関す

る条例第３条第１号及び第２号に掲げる

事由に該当して休職にされたときは、そ

の休職の期間中、これに報酬のそれぞれ

１００分の１００以内並びに期末手当を
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支給することができる。 

５ 法第２８条第２項又は神奈川県後期高

齢者医療広域連合職員の分限に関する条

例第３条の規定により休職にされた短時

間会計年度職員には、別に定めがない限

り、前項に定める給与を除くほか、他の

いかなる給与も支給しない。 

６ 法第５５条の２第５項の規定により休

職にされた短時間勤務会計年度職員に

は、その休職の期間中、いかなる給与も

支給しない。 

 

 (旅行に係る費用) 

第２０条 短時間勤務会計年度任用職員が

公務のために旅行をした場合には、当該

短時間勤務会計年度任用職員に対し、当

該旅行に係る費用を弁償する。 

 

(服務) 

第２１条 短時間勤務会計年度任用職員

は、次に掲げる事項を常に遵守しなけれ

ばならない。 

（１）県民全体の奉仕者として公共の利益

のために勤務し、かつ、職務の遂行に

当たっては、全力を挙げてこれに専念

しなければならない。 

（２）職務の遂行に当たっては、法令、条

例等に従い、かつ、上司の職務上の命

令に忠実に従わなければならない。 

（３）任用される職の信用を傷付け、又は

職全体の不名誉となるような行為をし

てはならない。 

（４）職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も、また、

同様とする。 

２ 前項に掲げるもののほか、短時間勤務

会計年度任用職員の服務については、常

勤職員の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(旅行に係る費用) 

第１８条 一般職非常勤職員が公務のため

に旅行をした場合には、当該一般職非常

勤職員に対し、当該旅行に係る費用を弁

償する。 

 

(服務) 

第１９条 一般職非常勤職員は、次に掲げ

る事項を常に遵守しなければならない。

（１）県民全体の奉仕者として公共の利益

のために勤務し、かつ、職務の遂行に

当たっては、全力を挙げてこれに専念

しなければならない。 

（２）職務の遂行に当たっては、法令、条

例等に従い、かつ、上司の職務上の命

令に忠実に従わなければならない。 

（３）任用される職の信用を傷付け、又は

職全体の不名誉となるような行為をし

てはならない。 

（４）職務上知り得た秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も、また、

同様とする。 

 

２ 前項に掲げるもののほか、一般職非常

勤職員の服務については、常勤職員の例

による。 
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(研修) 

第２２条 任命権者は、短時間勤務会計年

度任用職員に対し、業務の遂行上必要な

知識及び技能を修得させるための研修を

命ずることができる。 

 

(災害補償) 

第２３条 短時間勤務会計年度任用職員の

公務上の災害については、神奈川県後期

高齢者医療広域連合議会議員その他非常

勤の職員の公務災害補償等に関する条例

(平成１９年神奈川県後期高齢者医療広

域連合条例第２０号)又は労働者災害補

償保険法(昭和２２年法律第５０号)の規

定により補償するものとする。 

 

(委任) 

第２４条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施

行する。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行

する。 

(研修) 

第２０条 任命権者は、一般職非常勤職員

に対し、業務の遂行上必要な知識及び技

能を修得させるための研修を命ずること

ができる。 

 

(災害補償) 

第２１条 一般職非常勤職員の公務上の災

害については、神奈川県後期高齢者医療

広域連合議会議員その他非常勤の職員の

公務災害補償等に関する条例(平成１９

年神奈川県後期高齢者医療広域連合条例

第２０号)又は労働者災害補償保険法(昭

和２２年法律第５０号)の規定により補

償するものとする。 

 

(委任) 

第２２条 この条例に定めるもののほか、

この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施

行する。 
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神奈川県後期高齢者医療広域連合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

新旧対照表 

 

新 旧 

神奈川県後期高齢者医療広域連合人事行政

の運営等の状況の公表に関する条例 

 

第１条から第２条まで（略） 

 

(報告事項) 

第３条 任命権者が前条の規定によ

り報告しなければならない事項

は、職員(臨時的に任用された職

員及び非常勤職員(地方公務員法

第２８条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員及び同

法第２２条の２第１項第２号に掲

げる職員を除く。) を除く。以下

同じ。) に係る次に掲げる事項と

する。 

（１）（略） 

（２）（略） 

（３）（略） 

（４）（略） 

（５）（略） 

（６）（略） 

（７）（略） 

（８）（略） 

（９）（略） 

（10）（略） 

（11）（略） 

 

第４条から第５条まで（略） 

神奈川県後期高齢者医療広域連合人事行政

の運営等の状況の公表に関する条例 

 

第１条から第２条まで（略） 

 

 (報告事項) 

第３条 任命権者が前条の規定によ

り報告しなければならない事項

は、職員(臨時的に任用された職

員及び非常勤職員(地方公務員法

第２８条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占める職員を除

く。) を除く。以下同じ。) に

係る次に掲げる事項とする。 

 

 

（１）（略） 

（２）（略） 

（３）（略） 

（４）（略） 

（５）（略） 

（６）（略） 

（７）（略） 

（８）（略） 

（９）（略） 

（10）（略） 

（11）（略） 

 

第４条から第５条まで（略） 
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神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の育児休業等に関する条例 

新旧対照表 

 

新 旧 

神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の育

児休業等に関する条例 

 

第１条から第６条まで（略） 

 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

第７条 期末手当及び勤勉手当（以下「期

末手当等」という。）の基準日に育児休

業をしている職員（地方公務員法第２２

条の２第１項に規定する会計年度任用職

員を除く。）の期末手当等の支給につい

ては、当該職員を派遣した地方公共団体

の育児休業等について定めた条例等の規

定による。 

２ 期末手当の基準日に育児休業をしてい

る職員（地方公務員法第２２条の２第１

項に規定する会計年度任用職員に限

る。）のうち、基準日以前６月以内の期

間において勤務した期間がある職員に

は、当該基準日に係る期末手当を支給す

る。 

 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員（地方公務員

法第２２条の２第１項に規定する会計年

度任用職員を除く。）が職務に復帰した

場合において、当該職員の給料号給の調

整は、当該職員を派遣した地方公共団体

の育児休業等について定めた条例等の規

定による。 

 

第９条から第２３条まで（略） 

神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の育

児休業等に関する条例 

 

第１条から第６条まで（略） 

 

（育児休業をしている職員の期末手当等の

支給） 

第７条 期末手当及び勤勉手当（以下「期

末手当等」という。）の基準日に育児休

業をしている職員の期末手当等の支給に

ついては、当該職員を派遣した地方公共

団体の育児休業等について定めた条例等

の規定による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

第８条 育児休業をした職員が職務に復帰

した場合において、当該職員の給料号給

の調整は、当該職員を派遣した地方公共

団体の育児休業等について定めた条例等

の規定による。 

 

 

 

第９条から第２３条まで（略） 
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神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の分限に関する条例 

新旧対照表 

 

新 旧 

神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の分

限に関する条例 

 

(趣旨) 

第１条 この条例は、地方公務員法(昭和

２５年法律第２６１号) （以下「法」と

いう。）第２７条第 2 項及び第２８条第

3 項の規定に基づき、職員の分限に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

(準用規定) 

第２条 前条に定める職員（法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員を

除く。）の分限に関する事項について

は、職員の派遣元となる神奈川県及び市

町村が定める職員の分限に関する条例を

準用する。 

 

 (休職の事由) 

第３条 任命権者は、会計年度任用職員が

次の各号のいずれかに該当する場合にお

いては、その意に反して、これを休職す

ることができる。 

（１）学校、研究所その他これらに準ずる

公共的施設(外国のこれらの施設を含

む。) において、その会計年度任用職

員の職務に関連があると認められる学

術に関する事項の調査、研究又は指導

に従事するとき。 

（２）政府その他公共的機関の要請(外国

の場合を除く。) により、神奈川県後期

高齢者医療広域連合の業務又はその会計

年度任用職員の職務に関連があると認め

神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の分

限に関する条例 

 

(趣旨) 

第１条 この条例は、地方公務員法(昭和

２５年法律第２６１号)第２７条第 2項

及び第２８条第 3 項の規定に基づき、職

員の分限に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 

(準用規定) 

第２条 前条に定める職員の分限に関する

事項については、職員の派遣元となる神

奈川県及び市町村が定める職員の分限に

関する条例を準用する。 
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られるこれらの機関の業務に従事すると

き。 

 

（降任、免職、休職及び降給の手続） 

第４条 任命権者は、法第２８条第１項第

２号の規定に該当するものとして会計年

度任用職員を降任し、若しくは免職する

場合、同条第２項第１号の規定に該当す

るものとして会計年度任用職員を休職す

る場合又は前条第２項第２号の規定に該

当するものとして会計年度任用職員を降

格する場合においては、医師２人を指定

してあらかじめ診断を行わせなければな

らない。 

２ 会計年度任用職員の意に反する降任、

免職、休職又は降給の処分は、任命権者

が当該会計年度任用職員にその旨を記載

した書面を交付して行わなければならな

い。 

 

（休職の効果） 

第５条 法第２８条第２項第１号の規定に

該当する場合における休職の期間は、法

第２２条の２第１項及び第２項の規定に

基づき任命権者が定める任期の範囲内に

おいて休養を要する程度に応じ、個々の

場合について任命権者が定める。 

２ 任命権者は、前項の規定による休職の

期間中であつても、任命権者の指定した

医師２人の行つた診断の結果その事故が

消滅したと認められるときは、すみやか

に復職を命じなければならない。 

３ 公務上の傷病により法第２８条第２項

第１号の規定に該当する場合における休

職の期間は、第１項の規定にかかわら

ず、その療養のために必要な期間とす

る。この場合において、復職について

は、前項の規定を準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41



４ 法第２８条第２項第２号の規定に該当

する場合における休職の期間は、当該事

件が裁判所に係属する間とする。 

 

第６条 休職者は、会計年度任用職員とし

ての身分は保有するが、職務に従事する

ことができない。 

２ 休職者は、休職の期間中別に条例で定

める場合の外、いかなる給与も支給され

ない。 

 

（失職の例外） 

第７条 任命権者は、禁こ以上の刑に処せ

られ、その刑の執行を猶予された会計年

度任用職員（学校教育法（昭和２２年法

律第２６号）第７条に規定する校長及び

教員を除く。）のうち、その刑に係る罪

を公務上自動車又は原動機付自転車を運

転中に過失により犯した者については、

情状を考慮して特に必要と認めたとき

は、その職を失わないものとすることが

できる。 

２ 前項の規定によりその職を失わなかつ

た会計年度任用職員がその刑の執行猶予

の言渡しを取り消されたときは、その職

を失う。 

 

(委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、必

要な事項は別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(委任） 

第３条 この条例に定めるもののほか、必

要な事項は別に定める。 
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神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

新旧対照表 

 

新 旧 

神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の懲

戒の手続及び効果に関する条例 

 

第１条から第２条まで（略） 

 

(減給の効果) 

第３条 法第２９条第 1項に規定する減給

は、6月以下の範囲内で、給料の月額及

びこれに対する地域手当の月額の合計額

（法第２２条の２第１項第１号に

掲げる職員については報酬の額）

の１０分の 1 以下を減ずるものとする。 

 

第４条から第５条まで（略） 

神奈川県後期高齢者医療広域連合職員の懲

戒の手続及び効果に関する条例 

 

第１条から第２条まで（略） 

 

(減給の効果) 

第３条 法第２９条第 1項に規定する減給

は、6月以下の範囲内で、給料の月額及

びこれに対する地域手当の月額の合計額

の１０分の 1 以下を減ずるものとする。

 

 

 

第４条から第５条まで（略） 
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議案第７号 

 

令和元年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計補 

正予算（第１号）について 

 

 

 令和元年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第１

号）は、次に定めるところによる。 

 

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ733,512千円を追加し、

歳入歳出それぞれ3,678,755千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

令和元年８月２８日 提出 

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  福 田  紀 彦 

 

 

 

 

（提案理由） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条の規定において準

用する同法第９６条第１項の規定に基づき、令和元年度神奈川県後期高

齢者医療広域連合一般会計補正予算（第１号）案を提出する。 
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議案第７号



　歳　入 (単位：千円)

4. 繰越金 2 733,512 733,514

1. 繰越金 2 733,512 733,514

2,945,243 733,512 3,678,755 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補 正 額 計
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　歳　出 (単位：千円)

2. 総務費 2,933,944 733,512 3,667,456

1. 総務管理費 2,933,541 733,512 3,667,053

2,945,243 733,512 3,678,755 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

款 項 補正前の額 補 正 額 計

47





　

令和元年度神奈川県後期高齢者医療広域連合

一般会計補正予算に関する説明書
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１　総　　括

(単位：千円)

4. 繰越金 2 733,512 733,514

2,945,243 733,512 3,678,755歳　　入　　合　　計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　入

款 補正前の額 補　正　額 計

50



(単位：千円)

一　般

財　源

2. 総務費 2,933,944 733,512 3,667,456 733,512

2,945,243 733,512 3,678,755 733,512

地方債 その他

歳　出　合　計

歳　　出

款 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国県支出金
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2  歳　入

(款) 4.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 繰越金 2 733,512 733,514

2 733,512 733,514計

目 補正前の額 補　正　額 計
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(単位：千円)

 1. 前年度繰越金 733,512 ○前年度繰越金

節
説　　明

区　　分 金　額
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3  歳　出

(款) 2.総務費 (項) 1.総務管理費

 3. 保健事業等支援 7 733,512 733,519 733,512

基金費

2,933,541 733,512 3,667,053 733,512

補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

計

特　定　財　源
一般財源

国県支出金 地方債 その他

目 補正前の額
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(単位：千円)

25. 積立金 733,512 ○保健事業等支援基金費

  25．積立金

  　保健事業等支援基金積立金

節

説　　   明
区　　分 金   額

55





認定第１号 

 

平成３０年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計歳 

入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条において準用する

同法第２３３条第３項の規定に基づき、平成３０年度神奈川県後期高齢

者医療広域連合一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議

会の認定に付する。 

 

 

 

令和元年８月２８日 提出              

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  福 田  紀 彦 
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認定第１号



58



59



60



61





63



64



65



66



67



68



69



70



71



72



73





75
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認定第２号 

 

平成３０年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者 

医療特別会計歳入歳出決算認定について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条において準用する

同法第２３３条第３項の規定に基づき、平成３０年度神奈川県後期高齢

者医療広域連合後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。 

 

 

 

令和元年８月２８日 提出              

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  福 田  紀 彦 
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認定第２号



78



79



80



81





83



84



85



86



87



88



89



90



91



92



93



94



95



96



97



98



99



100



101





103



104



105



106



 

 

 

 

 

平成 30 年度 

 

 

主 要 施 策 の 成 果 説 明 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県後期高齢者医療広域連合 
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＜   一 般 会 計   ＞ 
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総 括 

 

 平成30年度一般会計は、歳入歳出予算の総額を当初35億1,536万1,000円と定めま

したが、前年度剰余金の財政調整基金及び保健事業等支援基金への積立や前年度国

庫支出金の確定に伴う返還金の補正を行ったため、平成30年度の予算現額としては

歳入歳出ともに40億3,456万8,000円となりました。 

 

歳入については、決算額は前年度比36％増の48億5,726万7,950円となりました。 

歳入の主なものは、構成市町村からの負担金24億8,584万8,000円（歳入全体の割

合51.2％）、国からの支出金12億6,340万2,741円（同26.0％）などとなっています。 

 歳出については、決算額は前年度比15.2％増の35億7,283万1,790円となりました。 

 歳出の主なものは、電算システム関係費が11億9,499万7,405円（歳出全体の割合

33.4％）、医療費適正化事業費が4億8,605万9,135円（同13.6％）、資格管理事業費が

4億6,507万7,533円（同13.0％）、広域連合事業費負担金（広域連合事務局職員の人

件費）が3億9,152万6,742円（同11.0％）、保健事業等支援基金費が3億4,553万3,365

円（同9.7％）などとなっています。 

その結果、歳入歳出差引残額は、12億8,443万6,160円となりました。 

 

平成30年度一般会計歳入歳出決算額の構成割合
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<<歳出の科目別執行内容の主なもの>> 

 

１款 議会費 <102万 542円> 

神奈川県後期高齢者医療広域連合議会定例会を２回（平成30年８月、平成31

年３月）開催しました。 

 

２款  総務費  １項 総務管理費 <35億7,150万4,443円> 

○広域連合運営管理費 <9,852万2,279円> 

運営協議会（２回）、幹事会（３回）を開催するとともに、広域連合事 

務局の運営管理のための経費を支出しました。 

 

○広域連合事業費負担金 <3億9,152万6,742円> 

県内各市からの派遣職員の人件費相当分を、負担金として派遣元各市へ支 

払いました。 

 

○高齢者医療管理費 <2億1,814万6,478円> 

市町村が行った長寿・健康増進事業等に対し補助金を交付したほか、健康増

進啓発品の作成を行い、市町村窓口で被保険者に配布しました。 

また、市町村に提出された申請書等を効率的に搬送するために要した費用を 

支出しました。 

 

○保険料関係事業費 <1,343万800円> 

 保険料の賦課を行い、保険料額決定通知書を送付したほか、新規年齢到達者

に口座振替用紙を発送しました。 

 

○資格管理事業費 <4億6,507万7,533円> 

被保険者の資格管理のため、被保険者証の発行及び旧被保険者証の回収勧奨 

を行うとともに、保険料の滞納者には、短期被保険者証を発行しました。 

 また、被保険者証の一斉更新を行いました。 
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○給付関係事業費 <1億8,062万3,690円> 

療養費等の審査支払、高額療養費等の給付事務のための経費を支出しました。 

 

○医療費適正化事業費 <4億8,605万9,135円> 

レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付

費等の適正化を図るため、資格過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給

付調整のための経費を支出しました。 

 

○電算システム関係費 <11億9,499万7,405円> 

電算処理システム（標準システム）の運用に係る経費を支出しました。 

また、電算処理システムの機器更新を行いました。 

 

○広報広聴活動関係費 <2,278万4,044円> 

コールセンター業務を委託するとともに、年２回の広報紙の発行、制度周知 

のためのガイドブック・小冊子の作成を行いました。 

また、登録モニター及び入電者に対するアンケートを行いました。 

 

○財政調整基金費 <1億5,475万543円> 

平成29年度の剰余金及び運用利子を、財政調整基金に積み立てました。 

 

○保健事業等支援基金費 <3億4,553万3,365円> 

平成29年度の剰余金及び運用利子を、保健事業等支援基金に積み立てました。 

 

２款 総務費  ２項 選挙費 <3万8,688円> 

   神奈川県後期高齢者医療広域連合選挙管理委員会を開催しました。 

 

２款 総務費  ３項 監査委員費 <26万8,117円> 

   広域連合の財務に関する事務執行等を監査する定期監査、平成29年度決算等

の審査及び月１回の例月現金出納検査のための経費を支出しました。 
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 1 議会費

 1 議会費

 2 総務費

 1 総務管理費

（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

4,022,655,000 3,571,811,248 0 450,843,752

 1 一般管理費  広域連合運営管理費 103,313,000 98,522,279 0 4,790,721

4,022,250,000 3,571,504,443

 1 議会費  議会運営費 1,913,000 1,020,542 0 892,458

1,913,000 1,020,542 0 892,458

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

1,913,000 1,020,542 0 892,458

0 450,745,557
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【広域連合議会の運営に関する経費】

  場所：川崎市コンベンションホール

 (2) 平成31年第1回定例議会（平成31年3月25日）　条例1件、予算4件、選挙1件、同意1件、陳情1件　

  場所：川崎市コンベンションホール

 (1) 議員報酬

 (2) 普通旅費、費用弁償

 (3) 消耗品費、食糧費

 (4) 郵送料

 (5) 会場使用料

 (1) 情報公開・個人情報保護審査会委員報酬（日額16,000円×延5名分）

 (2) 非常勤職員報酬

 (3) 共済費

 (4) 普通旅費、費用弁償

 (5) 消耗品費及び光熱水費等

 (6) 電話料、郵送料

 (7) 庁内システム関係委託料

 (8) 事務所借上料

 (9) 庁内器具購入費

 (10) 保険者協議会負担金、各種研修参加費等負担金

17,757,100円

38,276,580円

○広域連合議会を２回開催しました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

396,000円

10,771円

１　広域連合議会の開催及び議決案件

 (1) 平成30年第2回定例議会（平成30年8月29日）　条例1件、予算1件、決算2件、同意1件、陳情1件

２　議員の定数及び任期

 (1) 広域連合議会議員の定数は20人

 (2) 広域連合議会議員の任期は1年

３　議員の報酬

○広域連合事務局での事務運営をするために、事務室を借り上げ、文書システムの運用や各市町村との会議等
を行いました。

40,772円

458,660円

【広域連合の運営に関する経費】

 　  議長（１名、日額15,000円）、副議長（１名、日額13,000円）、議員（18名、日額10,000円）

４　主な支出項目

99,119円

１　主な支出項目

691,914円

8,021,337円

4,775,504円

5,056,896円

850,535円

1,740,312円

354,433円

80,000円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 広域連合事業費負担金 391,941,000 391,526,742 0 414,258

 会計関係費 54,000 52,429 0 1,571
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

２　各種会議の開催状況

【広域連合職員の人件費に関する経費】

◎職員構成 ◎組織別職員構成

人 　

人

人

※神奈川県からの派遣職員（事務局次長兼総務課長）については派遣元が人件費を負担

【会計事務に関する経費】

 (1) 消耗品費

 (2) 金融機関マルチウェブ使用料

 (3) 貸金庫等使用料等

○広域連合事務局で従事する職員48名の人件費負担金を派遣元各市に支出しました。

管　理　職 6 　
事務局長・
事務局次長 課長 係長 係員

＿

計 49 総務課 1人

(1) 運営協議会の開催　

　県内33市町村の首長で構成される運営協議会を平成30年7月と平成31年2月に開催しました。

(2) 幹事会の開催　

　県内33市町村の後期高齢者医療制度所管課長で構成される幹事会を3回（平成30年7月、11月、平成31年2
月）開催しました。

(3) 情報公開・個人情報保護審査会の開催　

　情報公開・個人情報保護審査会を1回（平成30年6月）開催し、個人情報を取り扱う事務の委託などにつ
いて、審査しました。

＿ 2人 7人

一　般　職 43 事務局長 1人 ＿ ＿

8人

資格保険料課 ＿ 1人 2人 8人

企画課 ＿ 2人 2人

給付課 ＿ 1人 2人 12人

○公金の出納事務、審査事務を行うための経費を支出しました。

１　主な支出項目

18,144円

25,920円

8,365円

117



（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 高齢者医療管理費 334,838,000 218,146,478 0 116,691,522

 保険料関係事業費 29,286,000 13,430,800 0 15,855,200

 資格管理事業費 519,311,000 465,077,533 0 54,233,467
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【制度の円滑運営、市町村との連絡調整に関する経費】

 (2) 市町村との連絡のための搬送便業務委託料

 (3) 応訴事務委託料

 (4) 市町村補助金

　　　① 国からの特別調整交付金を財源とする長寿・健康増進事業の実施に対する補助金　

　　　　　21市町

　　　　　 5市

　　　　　 5市町

 (5) 償還金　

　　　① 平成29年度財政調整交付金返還金

　　　② 平成29年度後期高齢者医療制度事業費補助金返還金

【保険料の賦課に関する経費】

 (1) 年齢到達者口座振替用紙郵送料

 (2) 年齢到達者口座振替用紙送付事業委託料

 (3) 市町村補助金

　　　　　4市

　　　　　9市町

【被保険者の資格管理、被保険者証等の交付に関する経費】

 (1) 臓器提供意思表示欄保護シール作成費（1,215,700部）

 (2) 被保険者証等の送付に係る郵送料

 (3) 被保険者証等作成封入封緘業務委託料

 (4) 医療被保険者証更新案内ポスター等作成及び封入封緘業務委託

　　　③ 国からの特別調整交付金を財源とする保険者インセンティブ評価対象事業等の実施に対する補助金　

○後期高齢者医療制度の円滑な運営のために必要な経費や、各市町村との連絡調整に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

 (1) 健康増進啓発チラシ入り被保険者証用ソフトカバーケース作成費 925,344円

5,508,000円

1,080,000円

9,679,000円

191,662,000円

164,189,000円

      ② 国からの事業費補助金を財源とする高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進に対する補助金　

18,178,000円

18,930,634円

9,251,634円

9,295,000円

49,654円

      ② 国からの事業費補助金を財源とする保険料収納対策事業に対する補助金

1,937,000円

○保険料の賦課等に関する事務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

1,986,654円

　　　① 国からの特別調整交付金を財源とする保険料システム誤り対応事業に対する補助金

6,354,912円

2,401,162円

○後期高齢者医療被保険者の資格管理業務に関する事務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

401,612,470円

52,123,133円

6,472,873円

529,200円

   ※「後発医薬品希望カード」を被保険者証に同封
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 給付関係事業費 230,226,000 180,623,690 0 49,602,310

 医療費適正化事業費 537,015,000 486,059,135 0 50,955,865

 電算システム関係費 1,346,895,000 1,194,997,405 0 151,897,595
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【給付に関する経費】

 (1) 消耗品費

 (2) 療養費支給申請書、発送用封筒作成費等

 (3) 療養費の支給決定通知等の送付に係る郵送料

 (4) 電算処理システムバッチ帳票作成委託料

 (5) 給付関連入力処理業務委託料

 (6) 給付申請書入力等業務委託料

【医療費適正化に関する経費】

 (1) 消耗品費等

 (2) 医療費通知等の送付に係る郵送料

 (3) レセプト管理システム運用業務委託料

 (4) レセプト及び療養費支給申請書の点検等業務委託

 (6) 医療費通知及作成等業務委託料

（7）不当利得求償業務委託料

（8）第三者行為損害賠償請求事務委託料

（9）保健指導対象者候補抽出等業務委託

（10）訪問等保健指導業務委託

　

（11）後発医薬品利用通知及作成等業務委託料 （発送数　40,174通　(年1回)）

【電算処理システムに関する経費】

 (1) 電算処理システム関係消耗品費等

（※ うち、機器更新に係る業務委託 ）318,225,078円

○電算処理システム（標準システム）の運用に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

367,928円

 (2) 電算処理システム運用及び関連業務委託等

 (3) 標準システムクライアント端末等賃貸借等 38,476,952円

1,083,481,677円

 (4) 医療保険者向け中間サーバー等運営負担金 72,670,848円

○高額療養費、高額介護合算療養費、療養費等の支給に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

17,841円

354,855円

71,323,021円

18,612,548円

35,471,520円

54,843,905円

39,488,902円

 (5) 診療報酬明細書点検業務委託料（点検件数223,397件） 12,984,656円

23,328,583円

○レセプトの運用管理、診療報酬明細書点検をはじめ、年々増加する療養給付費等の適正化を図るため、資格
過誤点検、療養費の二次点検、医療と介護の給付調整のための経費を支出しました。

１　主な支出項目

90,470円

146,510,823円

181,725,619円

（発送数　1回目1,054,362通 2回目1,009,841通 (年2回)）

13,176,000円

37,679,173円

（糖尿病性腎症重症化予防事業　訪問数　初回訪問11回　継続訪問10回　電話フォロー20回)

710,648円

4,288,464円

3,752,568円

（重複・頻回受診者、重複投薬者訪問指導　訪問数　初回訪問89回　継続訪問60回)
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 2 選挙費

 広報広聴活動関係費 28,788,000 22,784,044 0 6,003,956

154,750,543 0 298,457 2 財政調整基金費  財政調整基金費 155,049,000

 1 選挙管理委員会費  選挙管理運営費 62,000 38,688 0 23,312

 3 保健事業等支援基金 保健事業等支援基金費 345,534,000 345,533,365 0 635

62,000 38,688 0 23,312
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【制度の広報広聴に関する経費】

 (1) 広報紙作成費（年2回発行、計170,000部）

 (2) 後期高齢者医療制度ガイドブック作成費（45,500部）

 (3) 小冊子作成費（年2回発行、計251,000部）

 (4) 郵送料等

 (5) コールセンター業務委託料 （年間問い合わせ件数32,310件）

【財政調整基金への積立金】

 (1) 平成29年度剰余金

 (2) 運用収入

【保健事業等支援基金への積立金】

 (1) 平成29年度剰余金

 (2) 運用収入

【選挙管理委員会の運営に関する経費】

 (1) 選挙管理委員会委員報酬（委員：３名、日額6,000円）

 (2) 職員旅費

○後期高齢者医療制度について広く周知するため、各種冊子（ガイドブック、小冊子、広報紙）を発行
するとともに、被保険者の意見を広く聴取するため、登録モニター及び入電者に対するアンケートを実
施し、若い世代に向けた周知ポスターも作成しました。また、効率的な電話対応を行うためのコールセ
ンター業務に要する経費を支出しました。

１　主な支出項目

1,095,120円

991,645円

73,561円

2,153,611円

16,238,340円

○前年度剰余金及び基金運用による利子を財政調整基金に積み立てました。

１　主な支出項目

154,748,641円

1,902円

○前年度剰余金及び基金運用による利子を財政調整基金に積み立てました。

１　主な支出項目

345,530,000円

3,365円

○選挙管理委員会を１回開催しました（平成30年6月15日）。

１　主な支出項目

18,322円

18,000円
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（単位：円）

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

 3 監査委員費

 3 予備費

 1 監査委員費  監査委員費 343,000 268,117 0 74,883

343,000 268,117 0 74,883

10,000,000 0 0 10,000,000

 1 予備費  予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

 1 予備費 10,000,000 0 0 10,000,000

合 計 4,034,568,000 3,572,831,790 0 461,736,210
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事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

【監査の実施に関する経費】

 (1) 決算審査(平成29年度分)

  期日：平成30年7月26日　場所：広域連合会議室

  期日：平成31年1月25日　場所：広域連合会議室

  期日：毎月25日前後（12回開催）　場所：広域連合会議室

 (2) 普通旅費、費用弁償

 (3) 消耗品費、監査定例会に係る食糧費

【予算外又は予算超過の支出に充てるための経費】

233,000円

32,423円

○毎月１回の監査委員定例会（決算審査、定期監査を含む。）を開催しました。

１　監査の実施状況

2,694円

 (2) 定期監査(平成29年度下期分、平成30年度上期分)

 (3) 例月現金出納検査

２　主な支出項目

 (1) 委員報酬（代表監査委員：１名、日額7,000円　監査委員：１名、日額6,000円）

125





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜  後期高齢者医療特別会計  ＞ 
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総 括 

 

平成 30 年度後期高齢者医療特別会計は、歳入歳出予算の総額を当初 8,871 億

4,279 万 5,000 円と定めましたが、前年度剰余金の療養給付費等支払準備基金への

積立や国庫支出金等の確定に伴う返還金の補正を行ったため、平成30年度の予算現

額としては歳入歳出ともに8,986億 3,671万 9,000円となりました。 

 

歳入については、被保険者の増加等による療養給付費等の増に伴い、市町村支出

金、国庫支出金及び支払基金交付金が前年度と比べて 2.5％増加したものの、繰越

金が前年度と比べて 20.6％減少したことから、決算額は前年度比 2.4％増の 9,048

億 1,259万 2,259円となりました。 

歳入の主なものは、支払基金交付金3,743億 1,665万 8,000円（歳入全体の割合

41.4％）、国庫支出金2,578億 6,479万 8,259円（同28.5％）、市町村支出金1,743

億 2,902万 8,706円（同19.3％）、県支出金699億 2,926万 2,000円（同7.7％）

などとなっています。 

歳出については、療養給付費が前年度と比べて 3.9％増加したことから、決算額

は前年度比3.3％増の8,912億 9,120万 9,076円となりました。 

歳出の主なものは、保険給付費の8,664億2,794万1,857円で、歳出全体の97.2％

を占めています。 

その結果、歳入歳出差引残額は135億 2,138万 3,183円となりました。 

 

平成30年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算額の構成割合
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≪歳出の科目別執行内容の主なもの≫ 

 

１款 保険給付費 <8,664億 2,794万 1,857円> 

被保険者が受診した医療機関等に支払う医療費等として、療養給付費8,100 

億4,413万3,787円、療養費等144億3,302万5,126円、高額療養費359億3,705

万 8,099 円、高額介護合算療養費 10億 9,907 万 5,727 円、審査支払手数料 22

億 429万 9,118円、葬祭費27億 1,035万円を支出しました。 

 

２款 特別高額医療費共同事業拠出金 <3億 1,150万 3,144円> 

１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療

費の一部を負担する事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会

へ拠出金3億1,150万 3,144円を支出しました。 

 

３款 保健事業費 <28億 9,864万 1,237円> 

市町村が実施した健康診査事業に対し、補助金を交付したほか、歯科健康診

査事業の実施等により、28億 9,864万 1,237円を支出しました。 

 

６款 諸支出金<147億 9,522万 1,772円> 

   保険料還付金、国庫支出金及び県支出金の償還金等として、147 億 9,522 万

1,772円を支出しました。 
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 1 保険給付費

 1 保険給付費

 2 特別高額医療費共同事業拠出金

1

1

（単位：円）

451,469,000 139,965,856311,503,144 0

451,469,000 139,965,856

不　用　額

139,965,856

0

0

3,459,225,213

0

0 7,017,855,143

0 高額療養費 38,586,133,000

0 763,717,874

868,385,311,000 861,513,292,739

科　　　　　目
事　業　名 予 算 現 額 支 出 済 額

873,445,797,000 866,427,941,857

翌　年　度

810,044,133,787 0

款 ・ 項 ・ 目 繰　越　額

873,445,797,000 866,427,941,857

 1 療養給付費等  療養給付費等

0 273

 療養費等 15,196,743,000 14,433,025,126

35,937,058,099

 2 審査支払手数料  審査支払手数料 2,219,586,000 2,204,299,118 0

1,099,075,7271,099,076,000

内
　
　
訳

 療養給付費 813,503,359,000

 3 葬祭費  葬祭費 2,840,900,000 2,710,350,000

 高額介護合算療養費

特別高額医療費共同事業拠出金 311,503,144 0

451,469,000 311,503,144

特別高額医療費共同  特別高額医療費共同

事業拠出金  事業拠出金

130,550,0000

15,286,882

2,649,074,901

7,017,855,143

6,872,018,261
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【療養給付費等】 ※括弧内は平成29年度実績

 (1) 療養給付費

 (2) 療養費等

 (3) 高額療養費

 (4) 高額介護合算療養費

【審査支払手数料】

 (1) 審査支払手数料

【葬祭費】

 (1) 葬祭費

【特別高額医療費共同事業拠出金】

　同一世帯の被保険者において、医療保険の負担と介護保険の負担の両方が発生している場合で、年間の
医療と介護の自己負担額を合算して基準額を超えた場合に、その超えた分を還付金として支払います。
（現金給付）

　保険医療機関等に対して、療養の給付（診察、薬剤・治療材料の支給、治療、看護等）、入院時食事療
養費、入院時生活療養費、訪問看護療養費などの自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給付）

1,099,075,727 円

1,088,568 人 (1,042,225 人)

（1,045,835,981 円）

（778,237,119,378 円）

2,710,350,000 円

（36,148,384,249 円）

14,433,025,126 円

　1カ月（同じ月内）の医療費の自己負担が高額になったとき、自己負担限度額を超えた分を後から支払
います。また、自己負担が同一月・同一医療機関において自己負担限度額を超えたときは、現物給付され
ます。（現金・現物給付）

○療養給付費の審査支払事務に要する手数料を支出しました。

（1,844,786,969 円）

（2,595,350,000 円）

35,465,689 件 （32,388,034 件）

○被保険者の疾病、負傷に係る給付を行いました。

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

（1,904,596 件）

65,897 件

948,236 件 （14,069,030,384 円）（937,908 件）

（62,345 件）

（51,907 件）

35,937,058,099 円

平成30年度平均被保険者数　

810,044,133,787 円

　被保険者が柔道整復師、はり・きゅう・マッサージ師の施術を受けた場合で、受領委任に同意したと
き、施術所等に対して自己負担分を除いた費用を支払います。（現物給付）
　また、被保険者が急病など緊急その他やむを得ない事情で保険証を持参できなかったときなどに、医療
費の全額を保険医療機関等で支払った後、申請し、広域連合から認められた場合には、自己負担分を除い
た額を支払います。（現金給付）

1,753,763 件

54,207 件

○被保険者の死亡に際して、その葬祭を行った方に、申請により葬祭費として5万円の支給を行いました。

○１件400万円を超える医療費については、全国の広域連合が共同でその医療費の一部を負担する
  事業を実施しており、指定法人である国民健康保険中央会へ拠出金を支出しました。

2,204,299,118 円
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 3 保健事業費

 1 健康保持増進事業費

 4 基金積立金

 1 基金積立金

1

 5 公債費

 1 利子

（単位：円）

6,857,901,066

934

40,092,000

6,857,902,000

6,857,902,000 0

6,857,901,066 0

準備基金積立金

124,769,366

139,543,763

繰　越　額

810,000

不　用　額

0

0

予 算 現 額

2,863,429

182,000

28,363,032

0

事　業　名 支 出 済 額
款 ・ 項 ・ 目

科　　　　　目

2,898,641,237 0 139,543,763

2,898,641,237 0

3,038,185,000

歯科健康診査事業 992,000

3,038,185,000

印刷製本費

10,404,000

健康診査事業補助金 2,986,697,000 2,861,927,634 0

0

1,000,000

 1 健康診査事業費

1,000,000

 準備基金積立金

0

翌　年　度

1,000,000

7,540,571

11,728,968歯科健康診査事業

歯科健康診査事業

委託料

通信運搬費

1,000,000

0

 利子

934

1,000,000 0 0

0

1,000,000

934

 療養給付費等支払 6,857,902,000 6,857,901,066療養給付費等支払

 1 利子 0
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【健康診査事業費】

（歯科健康診査事業）

(1) 歯科健康診査事業印刷製本費

　歯科健康診査帳票及び歯科健康診査実施要領の印刷費

(2) 歯科健康診査事業通信運搬費

　歯科健康診査受診案内の郵送料

(3) 歯科健康診査事業委託料

　歯科健康診査案内状等作成業務及び歯科健康診査業務の委託費

　　＜参考＞受診実績

（健康診査事業）

○市町村が行った健康診査事業に対して、健康診査事業補助金を交付しました。

(4) 健康診査事業補助金

　　＜参考＞受診実績

（集団検診） （個別健診）

【療養給付費等支払準備基金積立金】

 (1) 積立額

 　　＜参考＞ 取崩額 （平成30年度特別会計「繰入金」として歳入）

【一時借入を実施した場合の利子】

4.66 ％

○前年度で満75歳に達した被保険者の方を対象に、歯科健康診査事業を実施しました。

810,000 円

7,540,571 円

28,363,032 円

健診対象者数

受診者数

9,289 人 272,245 人281,534 人

2,861,927,634 円

97,362 人

4,537 人

健診対象者数 1,067,908 人

受診率

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明

6,476,167,000 円

受診者数

6,857,901,066 円

26.36 ％受診率

○療養給付費等の年度間変動に対応し、当該支払いに充てるため、剰余金を基金に積み立てました。
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 6 諸支出金 0

 1 償還金及び還付加算金 0

1 0

（単位：円）

14,842,366,000 14,795,221,772 47,144,228

7,345,509,924

償還金及び還付加算金

合 計 898,636,719,000 891,291,209,076 0

  償還金及び還付加算金 

14,842,366,000 14,795,221,772

14,842,366,000

繰　越　額
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　年　度
不　用　額

科　　　　　目
事　業　名

款 ・ 項 ・ 目

47,144,228

14,795,221,772 47,144,228
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【償還金及び還付加算金】

 (1)　保険料還付金

 (2)　還付加算金

 (3)　特別返還金

 (4)　後期高齢者医療給付費国庫負担金返還金

 (5)　後期高齢者医療高額医療費国庫負担金返還金

 (6)　後期高齢者医療財政調整交付金返還金

 (7)　後期高齢者医療制度事業費補助金返還金

 (8)　高齢者医療制度円滑運営臨時特例特例交付金返還金

 (9)　後期高齢者交付金返還金

 (10)　高齢者医療災害時円滑運営臨時特例補助金返還金

 (11)　保険給付費過誤納付返還金 329,161 円

○保険料還付金、国庫支出金及び県支出金の返還金等を支出しました。

177,019,395 円

2,584,330 円

13,167,226,843 円

36,976,366 円

1,210,000 円

292,000 円

167,233,075 円

72,280,750 円

190,300 円

1,169,879,552 円

事 務 事 業 実 績 効 果 等 の 説 明
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＜  参 考 資 料  ＞ 
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神奈川県及び全国の後期高齢者医療被保険者数及び人口等の推移 （単位：人） 

 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

県人口（年度平均） 9,079,612 9,096,437 9,121,498 9,144,027 9,160,054 9,178,458

県被保険者数（年度平均） 872,829 904,326 945,361 993,631 1,042,225 1,088,568

県人口に占める割合 9.61％ 9.94％ 10.36% 10.87% 11.38% 11.86%

全国人口（年度平均） 127,393,098 127,217,092 127,075,300 126,908,170 126,689,861 126,426,406

全国被保険者数（年度平均） 15,266,362 15,545,307 15,944,315 16,457,820 16,963,330 － 

全国人口に占める割合 11.98％ 12.22％ 12.55% 12.97% 13.39% － 

(出典等) 

県人口（年度平均）：『神奈川県人口統計調査』をもとに算出 

全国被保険者数（年度平均）：『後期高齢者医療事業状況報告 第２表 都道府県別医療費の状況』（平成 30年度は未発表） 

全国人口（年度平均）：『人口推計』をもとに算出 
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  神奈川県及び全国の後期高齢者医療制度の１人あたり医療費の推移 （単位：円） 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度

神奈川県 863,346 864,269 877,313 861,265 870,069 868,768

全国 929,573 932,290 949,070 934,547 944,561 － 

(出典等) 

全国：『後期高齢者医療事業状況報告 第２表 都道府県別医療費の状況』（平成 30年度は未発表） 
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